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平成 24 年２月 29 日 

各    位 

会 社 名  明豊ファシリティワークス株式会社 

代表者名  代表取締役社長兼会長 坂田 明 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 1717） 

問合せ先  

役職・氏名 常務取締役経営企画本部長 大島和男 

電話   03-5211-0066 

 

営業外費用の発生並びに平成 24 年３月期業績予想の修正のお知らせ 

 

当社は、平成 24 年３月期第４四半期決算において、営業外費用が発生いたしましたのでお知らせします。 

また、最近の業績の動向等を踏まえ、平成 23 年 11 月４日に公表した平成 24 年３月期業績予想を下記の 

とおり修正いたしましたので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

１． 営業外費用の発生について 

 

当社は、プロジェクトの大型化に伴う長期化等により、プロジェクトに関連する資金の回収時期が遅くな

っております。この運転資金負担の増加により当社の営業キャッシュ・フローは減少傾向にあります。平成

23 年３月期については、特殊要因として、平成 22 年４月１日に公立大学法人大阪府立大学が一般公募した

「大阪府立大学における学舎整備事業の実施に関する事業者（事業推進及び資金調達業務）募集要項（想定

事業費約 843 百万円）」を当社単独でアットリスクＣＭ方式（図２）で受注し、当社が手許資金を用いて下

請工事代金を支払ったことがあげられます。本プロジェクトは、予定通り平成 23 年９月に完成し、当社は

大阪府立大学宛に完成工事売上債権を計上しました。この債権は、大阪府立大学から１０年間均等額にて当

社が回収するものであることから、平成 24 年３月期においても、営業キャッシュ・フローにプラスの影響

はありません。 

当社は、当期の営業キャッシュ・フローを向上させることを目的として、今後の金利水準の動向等を総合

的に検討し、当該長期分割回収となる大阪府立大学宛の完成工事売上債権を金融機関に譲渡することとし、

本日その買取が実行されました。これにより当社が金融機関に対して支払う利息等の営業外費用が 61 百万

円発生致しました。 

当該債権譲渡の結果、平成 24 年３月期の営業キャッシュ・フローは約 550 百万円、期末現預金は約 1,450

百万円になる見込みであります。 

 

２．平成 24 年３月期 個別業績予想の修正（平成 23 年４月 1日～平成 24 年３月 31 日） 

                                      （単位：百万円） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純利 益 1 株 当 た り 当 期 純 利 益

前回予想（Ａ）  

4,400 169 90

 

37 

円  銭

3.36

今回修正（Ｂ） 4,650 202 90 22 1.97

増減額（Ｂ－Ａ） 250 33 － △15  

増 減 率 5.6％ 19.5％ － △40.5％  

（ご参考）前期実績 

（平成 23年３月期） 

4,255 70 69 34 3.09
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３．業績予想の修正理由 

（１）  売上高 

震災をきっかけとしたオフィスの統廃合、事業継続の観点からの保有施設見直し、省エネ対

応等の高度な専門性とスピードを必要とするニーズが予想を上回り、また「明豊のＣＭ（コン

ストラクション・マネジメント）」の認知度向上等により、このような難易度の高いプロジェ

クトを多く受注することが出来ました。 

これらの結果、当期の売上高は予想 4,400 百万円に対して 4,650 百万円になる見込みであり

ます。 

 

（２） 営業利益 

売上高の増加に応じて売上総利益が増加しました。 

販売費及び一般管理費は抑制された水準で執行し、予想通りとなる見込みであります。 

これらの結果、営業利益は予想 169 百万円に対して 202 百万円になる見込みであります。 

 

（３） 経常利益 

上記１に記した１０年分割の完成工事売上債権の譲渡により、新たな営業外費用が 61 百万

円発生致しました。 

また、平成 23 年 11 月 4 日に公表しました「業績予想の修正に関するお知らせ」１（４）にお

いて記した「平成 24 年３月に発生する営業外費用」につきましては、平成 24 年３月に予定通り債

権譲渡を行い発生する予定であります。当該債権譲渡は、上記１の一般公募の翌年である平成 23 年

５月 13 日に公立大学法人大阪府立大学が一般公募した「大阪府立大学における学舎整備事業の実

施に関する事業者（事業推進及び資金調達業務）募集要項」に金融機関と共同で応募し、総合評価

方式に基づき当社が金融機関と共同で受注したことにより発生する債権について、予定通り当社が

金融機関に債権譲渡を行うものであります。当該債権譲渡に要する費用は大阪府立大学の負担とな

ることから、当社の売上高、売上総利益及び営業利益を債権譲渡に要する費用分増加させ、同額の

営業外費用を計上するものであります。これについて、現在見込まれる債権譲渡額について、直近

の市場金利を踏まえて再計算した結果、予想より 25 百万円低い 45 百万円になる見込みであり

ます。 

その他少額の費用発生を含め、営業外損失は予想 79 百万円に対して 112 百万円になる見込

みであります。 

営業利益の上方修正分を含めた結果、経常利益は当初予想 90 百万円と同額となり、当初予

想を据え置くことと致しました。 

 

（４） 当期利益 

平成 23 年 12 月２日に公布された「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るため

の所得税法等の一部を改正する法律」及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施する

ために必要な財源の確保に関する特別措置法」に基づき、平成 25 年３月期以降に適用される

法定実効税率が変更されることにより、回収が見込まれなくなる繰延税金資産について取崩し

を行い、法人税等調整額を 16 百万円計上する見込みであります。 

これにより、当期利益は予想 37 百万円に対して 22 百万円になる見込みであります。 

 

 

※ 上記の業績予想は、本資料の発表日現在入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は 

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

 

以 上 
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＜図１＞業務委託契約（ピュアＣＭ契約）

（注）当社はマネジメントフィーのみを売上計上する。

＜図２＞工事請負契約（アットリスクＣＭ契約等）

（注）当社は完成工事高（マネジメントフィーを含む）を売上計上し、その原価として

　　　顧客（発注者）へ開示した下請工事会社との請負金額を売上原価に計上する。

設計・ＣＭ業務委託契約
（固定マネジメントフィー）

顧客（発注者）

専門工事会社総合工事会社

当社（ＣＭＲ）

専門工事会社

工事請負契約
①固定マネジメントフィー

②工事管理フィー

③下請工事の実費精算

以上の合計金額

顧客（発注者）

専門工事会社総合工事会社 専門工事会社

当社（ＣＭＲ/元請負人）

下請契約

請負契約

（分離発注）


